
はじめに

　近年，製造業では様々な変化が生じている．
かつて高度成長期までの製造業では，国内で設
計開発から生産までを行い，国内外へと販売す
ることが一般的であった．しかし 1980 年代以
降になると，海外直接投資による現地法人の設
立や OEM 生産にみられるように，生産拠点の
海外移転が進んだ．また，開発・販売面をみれ
ば，独自のデザインや機能を売りにした高付加
価値化戦略が採られるようになった．
　このような変化に対応して，日本国内の製造
業企業では生産部門のウェイトが相対的に低く
なり，研究開発・企画・設計・販売など川上と
川下にあたる部門の重要性が増大した．企業活
動におけるこうした変化は，企業内部門ウェイ
トのシフトや，対事業所サービスからの中間需
要の増加といった形であらわれる． 
　また他方で，産業全体へと視点を移すと，第
2 次産業と比較して第 3 次産業が雇用・名目生
産額ともに増大する「経済のサービス化」と呼
ばれる現象が進行している．これは高度成長期
からみられ，現在まで趨勢的な増大を続けてい
る．
　本論文では，上記の製造業の構造変化とサー
ビス業の拡大という 2 つの現象に着目した．
　本稿の分析において重要となるのは，製造業
とサービス業が相互依存あるいは相互連関の関
係にあるという認識である．製造業において前
述のような構造変化が発生しているならば，企

業内諸部門の重要性の変化のみならず，サー
ビス業から製造業への中間投入が増大するな
ど，投入構造にまで変化が生じることが考えら
れる．製造業からの需要によって，サービス業
の成長が牽引されるということもあろう．この
ような製造業とサービス業の結びつきを考慮し
て，本稿では分析を行なう．
　分析には産業連関分析の手法を用いた．産業
連関分析は部門間の中間投入構造を考慮する
ことができるので，今回の分析目的に適してい
る．
　データには経済産業研究所公表の長期接続産
業連関データを用いた．1980 年から 2000 年ま
で 5 年ごとの産業連関表が用意されているため，
20 年間という長期にわたる分析が可能となって
いる．
　上記の分析手法とデータを用いて，製造業と
サービス業の連関と構造変化が現実にどのよう
に進展しているかを明らかにする．また，これ
らの現象が経済全体の産出量変化にどのように
影響を与えてきたかについても分析する．この
2 点が本稿の目的である．
　製造業とサービス業の相互関係についての検
討は，1970 年代から「ポスト産業社会」（post-
industrial society）論という形で見られる．こ
の時期の研究は，経済のウェイトが工業から知
識・技術集約化されたサービス業へと移行する
というもので，いわば好ましい未来の予想図を
描いたものであった．この時期の研究としては
Touraine （1969）や Bell （1975）などがある．
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　現実に発生した「脱工業化」（de-industrialization）
については，1970 年代半ばから 1980 年代におい
て活発な議論が行なわれた．この時期は，先進
各国において雇用と名目生産額の両面で製造業
のシェアが減少し，製造業の衰退いわゆる産業
空洞化が懸念された．脱工業化についての主な
先行研究としては Pasinetti （1981），Cohen and 
Zysman （1987），Rowthon and Wells （1987），
Petit （1988）などがある．
　彼らの分析にみられるのは，製造業とサービ
ス業はそれぞれ独立に存在しているのではな
く，連関あるいは相互に影響を与える関係にあ
るとする概念である．このため，サービス業の
ウェイトが増大し，脱工業化が進行しているよ
うに見えても，それは製造業との関連のなかに
おいて生じる現象であるとされる．経済成長を
分析するうえで，製造業からサービス業へとい
う産業構造の転換を合わせて扱うことが重要で
ある．
　これらの理論分析を受けて，実証的な研究も
行われた．本論文で特に注目し詳しく取り上げ
るのが Franke and Kalmbach （2003, 2005）で
ある．彼らは，日本と同じく製造業の輸出額が
大きいドイツ経済を対象として，90 年代にお
けるサービス業の拡大と製造業の動向を分析し
ている．彼らの用いた産業連関モデルは，前述
のとおり中間投入と国内調達比率が導入されて
おり，ドイツ経済がサービス化の進んだ現在で
も輸出コア製造業にリードされた産業構造であ
ることを明らかにしている．
　このフランケ＝カランバッハのモデルを援用
し，本論文では日本の 1980 年から 2000 年まで
の期間において同様の分析を行う．
　本稿の構成は以下のとおりである．第 1 節で
は，本論文の問題意識を整理し，関連する先行
研究を紹介する．製造業において「高付加価値
化」戦略がとられるなど構造変化が生じている
こと，製造業とサービス業の相互依存・連関関
係が強まっていること，趨勢的なサービス業拡
大傾向があることの 3 点について先行研究を整

理する．第 2 節ではフランケ＝カランバッハの
研究について，データ，モデル，分析結果など
を紹介する．第 3 節は実証分析のためのデータ
統合作業とその結果について記述する，511 部
門の長期接続産業連関データを 8 部門に統合す
る．第 4 節では統合された産業連関表データを
用いて，日本の 1980 年から 2000 年までの産出
量変化の要因分解を行う．本論文の問題意識で
ある，製造業の構造変化や製造業・サービス業
の連関関係の現状について明らかにする．また，
それらが経済成長にどのような影響を与えたか
についても検討する．結論では，これら実証分
析から得られた結果・問題点を整理し，今後の
研究における課題について記述する．

1．製造業・サービス業の構造変化の先行研究

1. 1　製造業の構造変化
　製造業の構造変化には，需要側と供給側の両
面の要因が考えられる．
　まず，需要サイドからの構造変化についてみ
てゆく．経済成長が進展し，人々の暮らしが
豊かになってゆくと，消費構造が変化するこ
とが考えられる．財にとって基本的な機能のみ
を持った製品から，多用な魅力を備えた製品が
需要されるようになる．近年は，消費者のニー
ズに合わせたデザイン・機能・品質・バリエー
ションなどをもってトータルで競争する「高付
加価値化」戦略がとられるようになった1）．
　高付加価値化戦略をとる企業にとっては，中
流の生産部門よりも，研究開発・企画・設計・
販売など川上と川下にあたる部門の重要性が相
対的に高くなることが考えられる．こうした問
題意識はすでに 1970 年代からみられる．議論
を整理してまとめているものとして通商産業省
編（1988）がある2）．
　製造業の財が従来とは異なる性質を持つよう
になり，また川上から川下までの部門間での重
要性に変化が生じていることが，本稿で扱う

「製造業の構造変化」である．これは消費者の
需要構造の変化に起因したものであるので，需
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要サイドからの「製造業の構造変化」とみるこ
とができる．
　他方で，供給サイドに起因する構造変化もみ
られる．これは 1980 年代以降に顕著になった
コンピュータ技術の導入など，生産面での技術
革新がその主な要因となっている．生産現場で
のロボット導入による自動化・省力化，CAD
導入による設計開発の効率化など，ハード・ソ
フト両面でのコンピュータ技術の導入が製造業
企業の生産性上昇にとって重要なものとなっ
た．いわば供給サイドからの「製造業の構造変
化」である．これは，企業内のコンピュータ・
情報部門の拡大，あるいは中間投入における対
事業所サービスの増大によって，把握すること
ができると思われる3）．
　構造変化はどの程度発生しているのか．今回
の分析では，サービスの中間投入の増減をみ
ることによって，それを検討する．企業が構
造変化に対応するためには，内部部門の再編成
によってそれを達成する方法と，新たに必要と
なったサービス投入を外注によって満たす方法
の両方が考えられる．しかし，前者の企業内部
の部門編成についてのデータを得ることは困難
である．このため，企業による外注，つまり中
間投入構造の観察によって判断することとな
る．

1. 2　製造業とサービス業の相互依存・連関
　製造業とサービス業との相互依存あるいは連
関関係については，いくつかの先行研究がある．
　この問題は，製造業からサービス業への雇用
シフトが進んだ 1970 年代末から 1980 年代にお
いて多く議論された．製造業と比較して相対的
に賃金の低いサービス業の雇用が拡大すること
によって，所得が低下するのではないか．ある
いは自国の製造業が空洞化してしまうのではな
いか，などといった脱工業化への懸念を背景に
している．
　これらの研究の多くが，製造業とサービス業
が別個に単独で存在しているのではなく，お互

いに相互依存あるいは連関の関係にあるという
主張を含んでいる．相互依存・連関の具体的な
類型としては，製造業の中間投入においてサー
ビス業のシェアが増大している，あるいは製造
業が成長するときその派生需要の結果として
サービス業が拡大している，といったものであ
る．
　Cohen and Zysman （1987）の 議論 は，製造
業とサービス業との連関を強く強調する点と，
あくまで製造業が経済を支えるものであるとい
う強い主張に特色がある．彼らによれば，製造
業とサービス業はそれぞれ別個に存在している
のではなく，連関の関係にあるとされる．この
連関とは，例えば農業の生産活動の過程でサー
ビス業に含まれる農薬散布業務などが行われて
いるように，ある産業が活動するためには他の
産業との連関が必ず存在しているというもので
ある．
　彼らの研究では，サービス産業への需要は製
造業の活動からもたらされる部分が大きいとさ
れる．経済をリードするのはあくまでも製造業
であり，サービス業はそこからから生み出され
た派生的な需要によって拡大しているとされ
る．
　Petit （1988）は，経済がサービス化するなか
で進行する部門連関について明らかにしてい
る．連関のパターンはいくつかあり，対企業
サービス，ネットワーク化を果たすためのサー
ビス業の役割などである．プチの議論は前節で
扱った「製造業の構造変化」と同じく，製造業
のサービス化の観点から議論したものである． 
　このように，現代においては製造業とサービ
ス業との相互依存・連関関係が観察される．本
稿では前節で提起した「製造業の構造変化」と
同様に，中間投入構造からこの問題を検討する．

1. 3　経済のサービス化
　ここで扱う経済のサービス化とは，名目生産
額・雇用量においてサービス業のウェイトが増
加してゆく現象を指す．
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　Baumol （1967）は 産業間 の 労働生産性上昇
率格差の結果として，雇用シフトを伴う産業構
造の変化が発生するとしている．彼の 2 部門モ
デルでは，労働生産性上昇率に差があるとき，
より生産性の低い部門へ雇用が移動することで
産業構造の変化が生じる．
　この生産性上昇率格差によって雇用のシフト
が生じるというアイデアは，脱工業化および
サービス化のメカニズムを説明するものとして
以後の研究に引き継がれた．
　Rowthorn and Wells （1987）は，ボーモ ル
のモデルを農業・工業・サービス業という 3 部
門に拡大し，特に製造業からサービス業への雇
用の移動（脱工業化）について論じている．彼
らは，製造業とサービス業の労働生産性上昇率
の差が，サービス業への雇用の移動（脱工業化）
の原因であるとした．一般にサービス業の生産
性上昇率は製造業部門より低いので，サービス
業が産出を拡大させるためには，雇用を増やす
ことによって相対的に低い生産性をカバーしな
ければならない4）．農業部門からの雇用移動は
前段階である工業化のさいに既に行われている
ので，雇用は製造業から移ってくることとなる．
　また彼らは，脱工業化にもポジティヴなも
のとネガティヴなものの 2 類型があるとしてい
る．ポジティヴな脱工業化とは，製造業が技術
革新を進めてゆくことにより省力化・省人化が
可能となり，余剰化した労働力がサービス業に
吸収される形で脱工業化が進行するというもの
である．この場合，製造業部門の産出量の増大

（あるいは維持）と雇用者数の減少が同時に発
生することとなる．
　一方でネガティヴな脱工業化とは，国内需要
の減少や国際競争力の減退により，製造業部門
の産出が減り，解雇やレイオフという形で雇用
数が減少するものである．この場合，製造業部
門の産出は減り，同時に雇用者数も減少する．
いわゆる「産業空洞化」はこの状況を指す．
　Pasinetti（1981）のモデルでは需要が一定で
あると仮定して，製造業部門の実質生産成長率

から労働生産性上昇率を引いた値がサービス部
門におけるそれよりも小さいとき，雇用のシフ
トが発生するとされる．この場合の脱工業化は
雇用量においてであり，実質生産量において発
生するとは限らない．これはローソン＝ウェル
ズのモデルと類似した構造変化である．
　別の脱工業化のパターンとしては，需要構
造の変化によってサービス業が実質生産量・雇
用量ともに拡大するという経路がある．これ
はローソン＝ウェルズの研究ではあまり重要視
されていないのであるが，他の研究においては
脱工業化の重要な要因として取り上げられてい
る．そのひとつの日本銀行調査統計局（1989）
では，「消費のサービス化」がサービス業の拡
大の大きな要因のひとつであるとされている5）．
　また，パシネッティのモデルでも，需要構造
の変化によって実質生産量が外生的に変化すれ
ば構造変化が発生するので，労働生産性と需要
構造という 2 通りの経路がありうると解釈する
こともできる．
　これまでの理論研究をまとめると経済のサー
ビス化については，ローソン＝ウェルズに代表
される労働生産性上昇率の格差に起因するもの

（ポジティヴな脱工業化），製造業の国際競争力
が減退することにより雇用・実質生産の両面で
発生するもの（ネガティヴな脱工業化），需要
構造の変化によってサービス業の産出額が増大
するもの（需要のサービス化による脱工業化）
の 3 通りの経路があるとまとめることができ
る．
　ここで本稿の目的である製造業とサービス業
の構造変化と相互連関の分析という観点からみ
ると，従来の研究では考慮されていない要素が
いくつかある．第 1 に，ローソン＝ウェルズが
用いた労働生産性の格差によって産業構造の変
化を説明するモデルでは，中間投入構造までは
考慮されていないという問題点がある．コーエ
ン＝ザイスマンとプチの研究では，サービス業
から製造業への中間投入の重要性が言及されて
いる．産業間の連関関係を議論するためには，
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コーエンらやプチが重要視する中間投入をも取
り扱うことのできるモデルが望ましい6）．この
点について，産業連関分析が有効である．
　第 2 に，「輸出主導型成長」と呼ばれるよう
な特定の産業の輸出が経済全体の成長を主導し
てゆく状況が，これらの研究では想定されてい
ない．日本の産業構造について議論するとき，
こうした主導的役割の産業が存在することを考
慮可能なモデルである必要性がある．後述する
ように，産業連関分析では輸出に大きな割合を
占める製造業部門をまとめてひとつの統合部門
として扱うことができるので，この点でも産業
連関分析が有用である．

2． R. フランケ＝ P. カランバッハによる産業
構造変化の研究

2. 1　分析の目的
　 こ こ で は Franke and Kalmbach（2003, 
2005）を紹介する．1990 年代のドイツにおけ
るサービス業の拡大と製造業との関係について
扱った研究である7）．彼らはサービス業と製造
業の相互連関と構造変化を扱うために，中間投
入を扱うことが可能な産業連関分析を選択し
た．また，ドイツ経済の主要な産業のひとつで
ある輸出コア製造業を中心とした貿易構造を扱
うために，最終需要の輸出入のみではなく中間
投入の国内調達比率をモデルに導入している．

　前半部分では，産業連関表を分析目的に応じ
た形で統合し，各部門の生産量変化の要因分解
を行っている．また，中間投入構造を国内調達
比率や技術係数の変化から検討している． 
　後半部分では，最終需要や技術係数や国内調
達比率など，生産量変化の要因となる項目に独
立した変化が生じたとき，どのような影響が発
生するかについてシミュレーションを行なって
いる．本節では，本稿 4 節での実証分析で使用
する前半部分のみを紹介する．
　彼らの結論によれば，ドイツ経済における
サービス業の増大は，主に製造業の構造変化に
よってもたらされたものであり，ドイツの経済
を牽引するのはあくまでも輸出コアの製造業で
あるという．これは，前章の先行研究のなかで
も，コーエン＝ザイスマンやプチのように，製
造業とサービス業の連関・依存関係に第 3 次産
業拡大の原因を求める主張である．

2. 2　データとモデル
　彼らの使用したデータは，ドイツ連邦統計局 
“Federal statistical Office of Germany” によって公
表された産業連関表 “Statistisches Bundesanmt, 
2002. Volkswirtshaftliche Gesamtrechungen, Input-
Output-Tabellen in Preisen von 1995, 1991 bis 
2000. Statistisches Bundesamt, Wiesbaden” で あ
る．1995 年価格，71 部門，期間 1991─2000 年 の

（307）

生産額
1 農林水産業 1.33%
2 製造業 34.92%

2a 輸出コア製造業 12.37%
2b その他の製造業 22.55%

3 建設業 6.29%
4 ビジネス関係サービス 21.36%

4a 狭義のビジネス関係サービス 6.82%
4b 広義のビジネス関係サービス 14.54%

5 消費者サービス 23.55%
6 社会サービス 12.75%

計 100%
　（出所）Franke, R. and Kalmbach, P. （2005）, p. 471

表 1　ドイツにおける各部門の産出シェア（2000 年，%）
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接続表である．　
　彼らは産業連関表を 8 部門に統合する．まず
大まかな分類として「農林水産業（agriculture, 
forestry, fishery）」，「製造業（manufacturing）」，

「建設業（construction）」，「ビジネス関係サービ
ス（business-related service）」，「消費者 サービ
ス（customer service）」，「社会サービス（social 
service）」の 6 部門に分けられる．このうち製造
業は「輸出コア製造業（export core）」と「その
他製造業（other manufacturing）」に，さらに分
けられる．同様にビジネス関係サービスは「狭義
のビジネス関係サービス（Business-related service 
in the narrow sense）」と「広義のビジネス関係
サービ ス（Business-related service in the broader 
sense）」とに分けられる．これらの副次部門を含
めて，合計で 8 部門となる．
　広義（broader sense）のビジネス関係サー
ビスとは，消費者サービスのなかでも中間投入
として使われる性質の強い部分を指す．この概
念を導入することにより，よりゆるやかな連関
も含めた，広範囲での製造業とサービス業の結
びつきを扱うことができる．
　次に国内調達比率行列 H と技術係数行列 AT

について記述する．産業連関表の構造から，部
門別産出ベクトル x は以下のように定義され
る．

　　　x = Ax +  y
　　　  = ( I － A )-1 y　 ⑴　
　　　  = ( I + A +  A2 +  A3 + … ) y

　A は 投入係数行列，I は 単位行列，y は 最
終需要ベクトルをあらわす．投入係数行列 A
は，中間投入を国内に求める比率（国内調達
比率）行列 H と 技術係数行列 AT （technology 
coefficient）とに分割される．これは中間投入
に特に注目するという分析の目的によるもの
で，国内からの調達と海外からの調達を区別す
るためである．

　　　　　　　A = H ◦ AT ⑵　
ここで注意する必要があるのが，投入係数行列
A は 国内調達比率行列 H と 技術係数行列 AT と
の積ではなく，行列内の各項目の積となってい
ることである（アダマール積）．

　　　　　　　aij = hij・aT, ij ⑶　

　このように投入係数を定義した上で，最終需
要ベクトルｙ，国内調達比率行列 H，技術係数
行列 AT それぞれの産出量変化への寄与度を求
める．
　また，以降の記述の簡略化のため，レオン
チェフ逆行列を以下のとおり表す．

　　　　　　　V = ( I － A )-1 ⑷　

　部門別産出量ベクトルｘは以下のとおりであ
る．
 
∆x = V0∆y + ( V1－ V0  )∆y
　   +  V0 ( H0  ◦ ∆AT ) x

0 +  [V1 ( H1  ◦ ∆AT ) 
　  － V0  ( H0  ◦ ∆AT )] x0 ⑸　

　　 +  V0 ( ∆H  ◦ AT
0
) x

0
 + ( V1－ V0  ) ( ∆H ◦ AT

0 ) x0

　△ x は 0 期から 1 期までの x の変化量を表す
ベクトルである．係数右上の添字は 0 期と 1 期
をあらわす．ここで，第 1 項は最終需要の変化
に起因する生産量変化を表す．第 3 項は技術係
数の変化に起因する生産量変化を表す．第 5 項
は中間投入の国内調達比率の変化に起因する生
産量変化を表す．また第 2 項と第 4 項と第 6 項
は，それらに含まれない残余（residual）に起
因する生産量変化を表している8）．

2. 3　結　果
　部門統合と生産量変化の要因分解の結果から
明らかになった点を挙げる．第 1 に，部門統
合の結果から明らかになった点について．図 1
は，各統合部門の国内生産額・国内最終需要が
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国内総生産に占めるシェアを示している．
　図左側の製造業部門についてみると，製造業
全体としては国内生産額と国内最終需要が非常
に異なった推移を示し，特に 1999 年には国内
最終需要が国内生産額を超えるという，輸入に
よって国内需要をまかなう構造となっている．
これは一見すると国内製造業の衰退傾向を示し
ている．
　しかし輸出コア製造業についてみれば，ド
イツ再統一直後の 1990 年代前半に一時的に落
込むものの，その後は拡大傾向を示し 1997 年

には 1990 年水準を超え，さらに増大している．
また国内生産額と国内最終需要もほぼ同じ軌道
を描いている．これは輸出コア製造業部門への
需要が輸入によって賄われることなく従来どお
りの構造を維持しており，サービス業が拡大す
る中でもシェアはむしろ拡大しているというこ
とである．
　つまりドイツ経済における製造業の産出減少
は，輸出コア部門においてではなくもっぱらそ
の他製造業部門におけるものであり，2 極化が
進行している．一見すると，ドイツ経済におい

図１　ドイツの総産出に占める各産業のシェア

　（出所）Franke, R. and Kalmbach, P. （2005）， P. 472.
　（注）実線が国内生産額，点線が国内最終需要である．

（309）



118 横浜国際社会科学研究　第 14 巻第 3 号（2009 年 9 月）

てサービス業が拡大し製造業が衰退しているよ
うにみえるが，実際には輸出コア製造業部門は
依然としてその地位にあると主張されている．
　図右側のビジネス関係サービスについては，
こちらは総生産額・国内最終需要ともに漸増傾
向にあり，それは狭義においても広義において
も変わりない．ただ，その上昇率についてみる
と，部門 4 全体と 4a では差がある．なだらか

な上昇カーブを描いている部門 4 にたいして，
右下の 4a（狭義のビジネス関係サービス）は
わずかに増加傾向にあるもののほぼ横ばいと
いってもよい状態である．部門 4（ビジネス関
係サービス）の拡大は，4b（広義のビジネス
関係サービス）からもたらされる部分が大きい
ということが推測される．このように，製造業
全体が衰退する中での輸出コア部門の健在ぶり

図２　製造業の国内生産額および輸出額（2000 年）

1 2 3 4 5 6

1 農林水産業 －25.5 －8.9
2 製造業 －8 3.4 5.9 －19.9 －18.2 －9.7
3 建設業 11.9 12.5
4 ビジネス関係サービス 1.1 23.8 40.7 14.3 14.7 36.1
5 消費者サービス 11.8 37.2 19.2 6.1 10.5 16.7
6 社会サービス －5.4 －15.5 －7.7

　（注）技術係数が 0.020 に満たない箇所は空欄とした．
　（出所）Franke, R. and Kalmbach, P. （2005）， p. 473.

表 2　ドイツにおける技術係数の変化（1991―2000 年， %）
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と，対事業所サービス部門の拡大傾向が広義を
含めるとより大きなものとなっていることを，
フランケらは指摘している．
　第 2 に，技術係数行列 AT の 動向 に つ い て．
表 2 は，中間投入構造が製造業とサービス業の
いずれにおいても変化していることを示してい
る．
　製造業についてみると，輸出コアとその他製
造業のいずれにおいても，サービス業からの中
間投入が増加しており製造業の構造変化をよく
示している．製造業から製造業への投入は 3.4%
の増加であるのに対して，ビジネス関係サービ
スからは 23.8% の増加，消費者サービスからは
37.2% の増加と，それぞれ大きく増加している．
　サービス業についてみると，生産性上昇によ
る製造業からの中間投入の減少と，同じサービ
ス業からの中間投入の増加を確認することがで
きる．製造業からビジネス関係サービスへは
19.9% 減少し，消費者サービスへは 18.2% 減少
している．一方で，ビジネス関係サービスから
同部門へは 14.3%，消費者サービスからビジネ
ス関係サービスへは 6.1%，ビジネス関係サー
ビスから消費者サービスへは 14.7%，消費者
サービスから同部門へは 10.5% とそれぞれ増加
している．内部連関がより強まっていることが
わかる．
　第 3 に，各統合部門 の 製造業 か ら の 中間投
入に輸入が占める割合について．表 3 をみる
と，1990 年代においては，輸出コア部門から
もその他製造業からも輸入比率が上昇している

ことがわかる．また輸入比率自体も特に製造業
において高く，輸出コア部門からの中間投入は
30% 以上が輸入によるものである．
　製造業における中間投入の輸入についてみ
ると，輸出コア製造業からその他製造業へは
8.2%，その他製造業から輸出コア製造業へは
8.6%，そ の 他製造業 か ら 同部門 へ は 9.2% と
8~9% 台の増加を示している．これに対して，
輸出コア製造業から同部門へは 3.1% しか増大
していない．輸出コア部門において需要される
中間投入が，海外の生産品で代替できるもので
はなく，国内から調達する必要性が高いことを
示している．
　サービス業への中間投入に占める輸入の割合
をみると，その他製造業からビジネス関係サー
ビスへは 7.3%，消費者サービスへは 14.7% と
それぞれ上昇している．これは製造業において
と同様に，サービス業でもその他製造業からの
中間投入は海外から輸入する割合が高まってい
ることを示している．
　第 4 に，産出量変化の要因分解の結果につい
て．表 4 をみると，1991 年から 2000 年までの
産出の増大はサービス業において著しい．この
産出 の 増大 は 主 に 技術係数，最終需要，輸出
の変化からもたらされている．特にビジネス
関係サービスでは技術係数の効果が狭義では
21.9%，広義では 17.8% と最終需要と並ぶ大き
な要因となっている．この技術係数の変化は中
間投入構造の変化によるものであり，表 2 で示
されているとおり製造業部門へのサービス業の

2a 2b 3 4 5 6

2a 輸出コア製造業 35.3 37.9
3.1 8.2

2b その他製造業 21.8 28.6 14 11.9 15.9 15.1
8.6 9.2 2.1 7.3 14.7 36.1

　（注） 上段に 91 年時の比率，下段に 2000 年までの上昇率を示している．技術係数が 0.020 に満たない箇所は空欄と
した

　（出所）Franke, R. and Kalmbach, P.（2005）, p. 473.

表 3　ドイツにおいて製造業の中間投入に輸入が占めるシェア（1991―2000 年 , %）
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中間投入が非常に増加していることから，フラ
ンケらは製造業の構造変化によりサービス業へ
の需要が拡大するという経路を指摘している9）．
特に，他の統合部門と比較したときに，対事業
所サービスの産出増大に対して技術係数の変化

（構造変化）が与えている影響は大きい．
　また，製造業部門についてみれば，輸出コ
ア部門では最終需要効果が 1.4% 減少している
ものの，技術係数と輸出の効果により産出は
24.9% 増大している．特に輸出の伸び率は高く，
国内需要が減少するなかで輸出によって生産を
拡大している．各統合部門のなかでも産出の増
加率が小さいその他製造業や建設業とは対照的
である．
　フランケらの結論は，1990 年代にみられた
サービス業の増大は製造業への中間投入として
の部分が大きく，ドイツの経済を牽引している
のは 1990 年代においても製造業とくに輸出コ
ア部門であることは変わらない，というもので
ある．彼らの分析で注目される点は，産業連関
表の中間投入部分を用いて，各産業群の中間投
入構造にまで踏み込んで分析を行っている点で
ある．投入係数を 2 つに分けることにより，産
業間の相互依存・連関関係と海外からの中間投
入をひとつのモデル内で扱っている．

3．日本経済の産業連関分析の基礎作業

3. 1　部門統合
　本章ではフランケ＝カランバッハと同様に産
業連関表データを統合することにより分析を行
う．各統合部門に含まれる産業は可能な限りフ
ランケらのものと対応させることとしたが，い
くつか相違点がある．まず，輸出コア部門の設
定について，産出額と輸出額の推移を考慮して

「機械」「電子・電機機器」「自動車」の 3 部門
とした10）．第 3 の統合部門である「その他製造
業」は，産業連関表中分類の製造業のうちで上
記の輸出コア以外の部門と「事務用品」によっ
て構成される．第 4 の統合部門はフランケらの
分析では「建設業」であるが，「鉱業」「電気・
ガス」「水道」を合わせて「その他工業」とし
た．製造業とサービス業に特に注目するとい
う観点から，性質的に他の統合部門に組み込
みにくい鉱業と電気・ガスと水道を加えて，
第 4 統合部門を「その他工業」とした11）．サー
ビス業については，基本的にフランケらの分
類を踏襲している12）．

3. 2　産業連関表データの作成
　取引基本表 は RIETI（経済産業研究所）に
よって公開されている長期接続産業連関データ
を用いた．このデータでは 511 部門という詳細
な部門分類であり，各年について名目表と 95

産出量変化 要因
最終需要 輸出 輸入 技術係数 国内調達比率 残余

1 農林水産業 7.6% 11.0% －1.6% 0.3% －2.7% 0.7% －0.4%
2a 輸出コア製造業 24.9% －1.4% 25.7% －2.6% 4.6% －3.3% 1.8%
2b その他製造業 7.6% 9.4% 15.5% －6.5% －4.1% －5.9% －0.8%
3 建設業 11.9% 9.4% 0.8% －0.5% 2.3% －0.5% 0.3%
4a 狭義のビジネス関係サービス 44.5% 14.3% 11.4% －2.7% 21.9% －3.5% 3.1%
4b 広義のビジネス関係サービス 53.1% 23.9% 12.3% －3.3% 17.8% －2.5% 4.9%
5 消費者サービス 24.0% 13.3% 5.8% －1.3% 6.3% －1.1% 0.9%
6 社会サービス 15.8% 16.7% 0.7% －0.3% －1.0% －0.3% －0.1%

計 22.3% 12.0% 10.6% －2.9% 4.3% －2.7% 1.0%
　（出所）Franke, R. and Kalmbach, P.（2005），p. 476.

表 4　ドイツにおける産出量変化の要因分解（1991―2000 年, %）
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表 5　日本における各部門の生産および輸出シェア（2000 年，%）
生産額 輸出

1 農林水産業 1.68% 0.19%
2 製造業 33.22% 80.84%

2a 輸出コア製造業 13.08% 58.06%
2b その他製造業 20.14% 22.78%

3 その他工業 11.45% 0.09%
4 対事業所サービス 19.10% 10.58%

4a 狭義の対事業所サービス 8.26% 1.82%
4b 広義の対事業所サービス 10.84% 8.76%

5 対個人サービス 24.92% 8.20%
6 公共サービス 9.18% 0.06%
7 その他 0.45% 0.06%
計 100% 100%

図３　総産出に占める各産業のシェア
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年価格での実質表が用意されている．期間は
1980 年から 2000 年までの 5 年ごとである．ま
た，対応する労働データも整備されているので，
労働生産性の測定も可能となっている．
　中間投入に占める国内調達比率を示す行列 H
については，上記の長期接続産業連関データで
は用意されていないので，別途用意した．各年
度の産業連関表データに用意されている「輸入
表」と当該年度の名目額の中間投入行列を利用
して，この行列 H を作成している13）． 

3. 3　部門統合の結果
　ここでは部門統合の結果から明らかになった
点を整理する．フランケ＝カランバッハの分析
に倣って，いくつかの図表を作成した．
　第 1 に，表 5 は各統合部門が総算出と総輸出
に占める比率を示したものである．まず，産出
シェアを見ると製造業は 33.22% と約 1/3 を占
めており，またサービス業は 53.2% となってい
る．経済のサービス化がかなり進んでいること
がわかる．次に輸出シェアを見ると 80.84% が
製造業によるものであり，特に輸出コア製造
業の比率が高く全体の 58.06% を占めるという，
製造業中心の輸出構造となっている．
　第 2 に，図 3 は総産出に占める各産業の産出
および最終需要シェアの推移を示したものであ
る．ここでは各統合部門の拡大縮小と需要構造
の変化を推察することができる．まず左側の製
造業についてみてゆく．左上図の製造業全体を
みると，国内生産額と最終需要はほぼ同じ軌道
を描いており，一見この間の需要構造にはほ
とんど変化がないようにみえる．1980 年から
2000 年までにわずかに減少している程度であ
る．
　しかし，製造業を構成する統合部門である輸
出コア製造業とその他製造業の推移は全く対照
的なものとなっている．まず左中図の輸出コア
製造業についてみる．こちらは 1990 年代半ば
に一時シェアを下げるものの，全体としては上
昇傾向にある．ここで注目されるのは，最終需

要よりも国内生産額のほうが（特に 1980 年代
において）伸び率が大きく，この部門の輸出の
拡大が国内生産額の増大につながっているとい
うことである．1990 年代半ばでの減速は，バ
ブル崩壊以後の不況と 1995 年当時の円高によ
るものと推測される．
　左下図のその他製造業についてみると，1980
年代から 1990 年代を通じた一貫した減少傾向
が見られる．その下げ幅をみると，国内最終需
要よりも国内生産額のほうが大きく，この部門
での輸入の増大がその背後にあることを示して
いる．フランケらのドイツ経済についての分析
では，製造業全体における国内最終需要が国内
生産を 1990 年代後半には上回ってしまうほど
その他製造業が縮小しているのであるが，日本
においてはそれほどの傾向はない．
　以上からわかるのは，製造業全体においては
国内産出額・国内最終需要ともに減少傾向にあ
るものの，各産業においてはそれぞれ異なった
動向を示していることである．国際競争力を
もって輸出を拡大することにより成長する輸出
コア部門と，国内生産額・国内最終需要ともに
減少傾向にあり輸入の割合も増大しているその
他製造業との間で，2 極化が進んでいる．これ
は前章でのフランケの分析でも同様の傾向がみ
られた．
　第 3 に，図 3 右側の対事業所サービスについ
てみてゆく．こちらは国内生産額・国内最終需
要ともにシェアを拡大しており，経済のサービ
ス化を示している．とくに 1990 年代の不況期
にも 1980 年代と変わらない伸び率を示してい
る点は注目される．なお，右下の広義の対事業
サービスでは 1995─2000 年の間にシェアが減少
しているが，これは 97 年の金融危機をきっか
けとした 90 年代後半の不況に起因するものと
推測される．ここでみられる対事業所サービス
の一貫した拡大傾向が意味することは，対個人
サービスへの需要が増加することによる経済の
サービス化ではなく，他産業とサービス業との
相互依存あるいは連関関係の結果としてのサー
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ビス産業の拡大が発生しているということであ
る．
　以上のとおり部門統合の結果から，「製造業」
や「サービス業」という形で一括りにされてい
ても，その内部では各産業の持つ性質によって
かなり異なった動向を示していることがわかっ
た．次章ではこれら統合部門の生産量変化の要
因分解を行い，構造変化やサービス化をもたら
している要因についてより詳細にみてゆく．

4．日本経済の産業連関分析：産出量変化の 
要因分解 　　　　　　　　　　　　 

4. 1　モデルの設定
　今回用いたモデルはフランケ＝カランバッハ
の分析と全く同じものである．その導出方法に
ついては，補論 2 に記述した．

4. 2　結　果
　投入係数を構成する国内調達比率行列 H を
表 6 に，技術係数行列 AT を 表 7 と 表 8 に，要
因分解の結果を表 9 に示した．これらの結果か
ら以下のことを読み取ることができる．
　第 1 に，表 6 の 国内調達比率行列 H の 推移
をみると，製造業における中間投入の国内調
達比率は，1980 年代にはほとんど変化せず，
1990 年代に減少に転じる．生産拠点の海外移
転などにより，中間部品をより労働コストの安
い海外から調達する傾向が強まっているものと
思われる．しかし，その減少幅はドイツと比較
すると小さい．
　また，輸出コア製造業とその他製造業におけ
る狭義の対事業所サービスの国内調達比率は，
1990 年代においてはそれぞれ－2.3%，－2.4%
と比較的大きなマイナスになっている．サービ

1980 年 1990 年 2000 年 80─90 年の変化分 90─00 年の変化分
輸出コア
製造業

その他
製造業

輸出コア
製造業

その他
製造業

輸出コア
製造業

その他
製造業

輸出コア
製造業

その他
製造業

輸出コア
製造業

その他
製造業

1 農林水産業 100.0% 72.0% 100.0% 80.4% 100.0% 82.5% 0.0% 8.4% 0.0% 2.1%
2 輸出コア製造業 96.0% 94.2% 96.1% 95.1% 88.7% 92.9% 0.0% 0.8% －7.4% －2.2%
3 その他製造業 95.7% 92.4% 95.6% 89.2% 94.0% 87.2% －0.1% －3.2% －1.5% －2.0%
4 その他工業 99.2% 30.5% 99.9% 50.7% 100.0% 49.1% 0.7% 20.2% 0.0% －1.6%
5 狭義の対事業所サービス 99.6% 99.7% 98.9% 99.2% 96.6% 96.8% －0.7% －0.4% －2.3% －2.4%
6 広義の対事業所サービス 99.8% 99.6% 99.0% 98.8% 99.9% 99.9% －0.8% －0.8% 0.9% 1.1%
7 対個人サービス 98.1% 98.8% 98.4% 98.8% 98.8% 99.0% 0.3% 0.0% 0.4% 0.1%
8 公共サービス 100.0% 100.0% 98.4% 97.7% 96.6% 95.2% －1.6% －2.3% －1.8% －2.5%
9 その他 81.2% 79.1% 79.3% 75.4% 92.8% 94.3% －1.8% －3.7% 13.5% 18.9%

表 6　国内調達比率行列 H の推移（%）

1980─1990 1990─2000
輸出コア
製造業

その他
製造業

輸出コア
製造業

その他
製造業

1 農林水産業 －22.6% －13.0%
2 輸出コア製造業 15.0% 13.2%
3 その他製造業 －32.8% 6.1% －7.9% 0.8%
4 その他工業 －49.9% 12.3%
5 狭義の対事業所サービス 2.2% 47.0% 7.6% 17.1%
6 広義の対事業所サービス 11.7% 8.5% 3.6% 16.7%
7 対個人サービス －24.7% －8.4% －16.5% －8.7%
8 公共サービス
9 その他

　（注）係数が 0.020 以下の場合は空欄とした．

表 7　製造業部門の技術係数行列 At の推移（%）
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スの分野でも海外から調達する傾向が強まって
い る．国内調達比率行列 H の データ は「対個
人サービス」までしか用意されていない中分類
の輸入表から作成されているので，これが具
体的にどの産業に起因するものであるのかは，
データからは明らかにすることができない．
　第 2 に，技術係数行列 AT について．表 7 は

製造業の投入係数を示している．輸出コア製造
業から同部門への投入を示す技術係数は一貫し
て増加しており，輸出コア部門内での連関が強
化されている．一方でその他製造業からの中間
投入はそれほど増加しておらず，輸出コア製造
業に対してはむしろマイナスとなっている．こ
こでも 3 節での検討と同様に，内部連関を強化

1980─1990 1990─2000
狭義 の 対
事 業 所
サービス

広義 の 対
事 業 所
サービス

対 個 人
サービス

狭義 の 対
事 業 所
サービス

広義 の 対
事 業 所
サービス

対 個 人
サービス

1 農林水産業
2 輸出コア製造業 －17.6% －24.4%
3 その他製造業 －26.7% 25.4% 4.3% －12.9% －24.4% －8.8%
4 その他工業 －7.0% 10.3%
5 狭義の対事業所サービス 68.4% 46.2% 17.9% 4.9% －0.7% 24.4%
6 広義の対事業所サービス 14.6% －14.3% 67.5% 19.0% 3.6% 1.0%
7 対個人サービス －7.8% 6.7% －7.9% 3.3% －20.9% 15.9%
8 公共サービス
9 その他

　（注）係数が 0.020 以下の場合は空欄とした．

表 8　サービス業部門の技術係数行列 At の推移（%）

産出量変化の要因分解 1980─1990 （in%）

産出量変化 要因
最終需要 輸出 輸入 技術係数 国内調達比率 残余

1 農林水産業 4.74% 31.71% 2.86% －5.35% －22.15% 7.9% －10.3%
2a 輸出コア製造業 120.82% 79.87% 35.02% －8.76% 7.26% 0.3% 7.1%
2b その他製造業 27.80% 42.75% 4.11% －10.92% －2.87% 0.3% －5.6%
3 その他工業 43.58% 50.21% 1.29% －2.39% －8.72% 9.7% －6.5%
4a 狭義の対事業所サービス 97.17% 57.50% 6.65% －8.12% 26.87% 1.6% 12.7%
4b 広義の対事業所サービス 81.63% 64.65% 6.98% －6.37% 12.36% 1.2% 2.8%
5 対個人サービス 41.12% 46.37% 1.62% －3.58% －3.08% 1.3% －1.5%
6 公共サービス 36.68% 39.84% 0.48% －0.40% －1.88% －0.1% －1.3%
7 その他 －6.80% 50.63% 11.18% －12.67% －24.08% －11.6% －20.3%

産出量変化の要因分解 1990─2000 （in %）

産出量変化 要因
最終需要 輸出 輸入 技術係数 国内調達比率 残余

1 農林水産業 －7.47% 5.60% 3.36% －5.89% －11.01% －0.1% 0.6%
2a 輸出コア製造業 6.51% 5.97% 11.62% －12.42% 6.23% －4.2% －0.7%
2b その他製造業 －8.56% －1.62% 3.83% －7.07% －1.20% －2.2% －0.3%
3 その他工業 －10.55% －12.33% 0.71% －1.80% 3.50% －0.6% 0.0%
4a 狭義の対事業所サービス 35.65% 19.63% 3.90% －4.81% 18.81% －2.4% 0.6%
4b 広義の対事業所サービス 24.94% 13.03% 6.57% －3.73% 9.24% 0.2% －0.4%
5 対個人サービス 18.74% 17.52% 1.05% －1.34% 1.63% －0.1% －0.1%
6 公共サービス 13.99% 13.94% 0.03% －0.10% 0.57% 0.1% －0.5%
7 その他 －36.14% 3.61% －5.98% 4.34% －51.69% 31.3% －17.7%

表 9　産出量変化の要因分解
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する輸出コアとその他製造業とのあいだで 2 極
化の傾向がみられる．
　表 8 はサービス業部門の投入係数を示してい
る．対事業所サービスから製造業への中間投入
は，狭義と広義のいずれにおいても増大してお
り，製造業の活動においてサービス的な部門の
重要性が増大するという「製造業の構造変化」
が進行していることがわかる．しかし，その増
加率はフランケ＝カランバッハのドイツにおけ
る分析では 20 ～ 30% 台であるのに対して，日
本では 1980 年代の狭義の対事業所サービスか
らその他製造業への投入の増加率が 47.0% と高
い値を示している以外は，1980 年代と 1990 年
代の両時期ですべて 20% 以下であり，その進
行の度合いはドイツよりも小さい．
　サービス業への中間投入をみると，こちらは
かなりバラツキがあり，特定の傾向をみること
ができない．サービス業はその中に飲食，教育，
金融，情報など多様な性質を持つ産業が含まれ
ており，それぞれ差異が強い．今回の分析での，
中間投入あるいは最終需要といった需要のされ
方を重視したサービス業の分類手法では，この
部門ごとの性質の違いを無視して集計している
ので，バラバラの投入係数となったのではない
かと思われる．このように，製造業とサービス
業の連関が強化される「製造業の構造変化」が，
ドイツと同様に日本においてもみられた．
　第 3 に，表 9 の産出量変化の要因分解の結果
について．1980 年代の産出量増大は，最終需
要が最大の要因であった．それに次いで顕著に
大きかったのが，製造業の輸出である．これは
80 年代の日本経済の成長は輸出コア製造業を
中心とした「輸出主導型成長」のメカニズムが
作用していたことを示す．輸出コア製造業の産
出量増大は 1990 年代には一転して鈍化してい
る．
　一方，サービス業では，1990 年代に鈍化す
るものの，20 年間にわたって最終需要効果に
よる産出の伸びが一貫してみられる．また，サー
ビス業のなかでも，対事業所サービスでは技術

係数効果による産出増大がみられる，対個人向
けサービスと公共サービスでは，技術係数効果
による産出量増大がほとんどないかマイナス
であるのとは対照的である．これはフランケ＝
カランバッハのドイツにおける分析と同様に，

「製造業の構造変化」による対事業所サービス
から製造業への中間投入の増加が技術係数効果
としてあらわれたと思われる．
　1980 年代と 1990 年代の産出量増大について
まとめると以下のとおりである．1980 年代に
おいては，各産業への最終需要と製造業の輸出
が成長の主な要因であった．輸出コア製造業に
よる「輸出主導型成長」が作用していたといえ
る．しかし 1990 年代になると不況下のため製
造業の輸出は伸び悩み，主にサービス業への最
終需要によって産出が増大した．「製造業の構
造変化」による製造業とサービス業の連関の強
化は一貫してみられるものの，ドイツと異なり
日本では産出の増大を牽引するほどの大きな影
響力はない．

おわりに

　本稿では，現代の産業構造を検討する上で特
に重要となる製造業とサービス業に注目し，そ
の構造変化と相互連関について，産業連関分析
の手法を用いて検討した．
　本稿での分析結果を整理すると以下のとおり
である．
　第 1 に，1980 年代において生産量増大に最
も貢献したのは国内需要であったが，それ以
外では輸出コア部門の輸出が大きく貢献してい
る．この時期の経済成長の特長として「輸出主
導型成長」の言葉に象徴されるような製造業の
輸出が主導するという面があった．1990 年代
になると製造業輸出の増加率は鈍化し，各部門
への国内最終需要の増加率も伸び悩んだため，
低成長となった．1990 年代の全体の産出量増
大は，サービス業への最終需要によって引き起
こされた部分が大きい．
　第 2 に，製造業の構造変化について．製造業
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へのサービス業の中間投入の増加，国内調達比
率の低下が確認された．これは製造業の構造変
化を示すものである．ただ，その程度はドイツ
と比較するとそれほど大きくない．
　第 3 に，輸出コア製造業から同部門への投入
を示す技術係数は増加しており，輸出コア部門
の内部連関が強化されている．国際的な競争力
を維持し実質生産額の増大を続けている輸出コ
ア製造業と，減少傾向にあるその他製造業との
2 極化が進行している．
　第 4 にサービス業については，この 20 年間
継続して実質生産額は増大し続けている．その
中でも，技術係数効果と国内最終需要効果の 2
つの要因によって生産を増大させている対事業
所サービスと，技術係数効果はほとんどなく国
内最終需要主導で生産を増大させている対個人
サービスで，産出量の増大への経路が異なって
いる．
　本稿の問題意識であり 1 節で先行研究を整理
した「製造業の構造変化」と「製造業とサービ
ス業の相互依存・連関関係」は，この 20 年間
のあいだに進行していることが明らかとなっ
た．しかしその度合いは，2 節で紹介したフラ
ンケ＝カランバッハによるドイツ経済について
の同様の研究と比較すると，より小さいもので
ある．サービス業についてみれば，製造業への
中間投入は増大しているものの，その生産増大
の主な要因は国内最終需要と技術進歩である．
こ れ は，製造業 と サービ ス 業 の 連関関係 が，
サービス業への中間需要としてあらわれている
ものの，成長を牽引する主要な要因というほど
ではないということを示している．
　また，もうひとつの問題意識である「サービ
ス業の拡大」について．先行研究を整理した 3
通りの経路のうち，ローソン＝ウェルズによる
ポジティヴな脱工業化は，日本においてははっ
きりとは見られなかった14）．ネガティヴな脱工
業化は，90 年代に実際に発生している．ただ，
補論で示すように，輸出コア製造業では従業者
数はほぼ変わらず，産出シェアはむしろ増大し

ている．ネガティヴな脱工業化はもっぱらその
他製造業において発生していた．
　4 節 で 行った 産出量変化 の 要因分解 の 結果
は，サービス業の産出増大に対して最終需要効
果が大きいことを示していた．このため，3 番
目の経路である消費構造の変化が，日本におい
てサービス業の拡大をもたらしている最大の要
因であると思われる．
　最後に今回使用したモデルの問題点，課題を
整理しておきたい．
　第 1 の問題点としては，技術係数行列 AT の
なかに，今回分析の対象とした「製造業の構造
変化」に起因する投入係数の変化と，生産現場
の効率化など構造変化を伴わない投入係数の変
化の両方が内包されていることである．このた
め，技術係数行列 AT の変化をもってそれが直
ちに構造変化のためであると判断することはで
きず，その他の要素も考慮しつつ解釈する必要
がある．分析のクリアさがやや曇る結果となっ
てしまっている．
　第 2 の問題点は，近年はアウトソーシングと
呼ばれる企業活動の外部化が進行していること
に起因する．従来は企業内部門で行われていた
活動を外部企業に委託することが，サービス業
の製造業への中間投入の増大としてあらわれて
いる可能性がある．構造変化を伴わない単なる
外注か，それとも企業内部門の相対的な重要性
の変化を反映しているのか，産業連関分析の理
論的枠組みではこれを識別できない．
　このように，産業連関表の性質上あるいはモ
デルの構造上取り入れることができていない要
素がある．今後は企業個別データや事業所別
データなどの，ミクロレベルあるいはメゾ（中
間）レベルでの分析を行うなど，この枠組みの
盲点となる部分を補ってゆくことが課題とな
る．

補論 1　労働生産性の検討

　追補として，長期接続産業連関データに用意さ
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れている雇用表を用い，各統合部門の労働生産性
計測と雇用者数の推移をみてゆく．
　労働生産性とその上昇率の推移を図 4 に示した．
労働生産性については，従来どおり製造業をはじ
めとする工業部門が高い．しかし，第 3 次産業に
属する部門においても，対事業所サービスはその
他工業と同様の水準に近づきつつあり，サービス
産業の課題とされていた労働生産性の上昇を一定
程度実現していることがわかる．とはいえ，サー
ビス業のもうひとつの柱である対個人サービスの
労働生産性は各統合部門のなかでも低い．
　次に，労働生産性の上昇率についてみてゆく．
1980 年代には各産業間で大きなばらつきがみられ
ていたが，1990 年代の不況期には上昇率は鈍化し
産業間の差は縮小している．ここで顕著な変動を
示しているのが，輸出コア製造業とその他製造業
である．1980 年代には高い上昇率だったものの，
95 年時に大きく落ち込み，その後いくぶんか回復

している．これは 95 年時の超円高による輸出減と，
その後の従業員解雇・企業組織再編などリストラ
クチュアリングによる生産性改善を反映している
ものと思われる．しかし，この時期は同時に 1990
年代の長い不況期であり，稼働率が低下している
と思われるので，実際よりも製造業の労働生産性
を過少に推計している可能性がある．
　労働生産性とその上昇率をみれば，ローソン =
ウェルズの議論するポジティヴな脱工業化は発生
可能な状態にあったと思われる．しかし，同時期

（1980 年代）に製造業の輸出需要が非常に伸びたの
で実質生産額と雇用量はむしろ上昇し，結果とし
てローソンらの議論するような実質生産額の上昇

（あるいは維持）と雇用量の減少が同時に発生する
典型的な形でのポジティヴな脱工業化は，日本に
おいてはみられなかった．一方，製造業が衰退し
産出・雇用の両面でサービス業のシェアが相対的
に拡大するというネガティヴな脱工業化のメカニ

図 4　労働生産性の推移
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ズムは，主にその他製造業において 90 年代に実際
に発生した．図 5 が示すように，輸出コア製造業
では従業員数は横ばいで，産出シェアはむしろ漸
増している．
　日本における脱工業化は，ローソン＝ウェルズ
が重視していない消費のサービス化という需要側
の要因があることが考えられる15）．本文 4 節での
産出量変化の要因分解の結果はそれを支持するも
のである．

補論 2　フランケ＝カランバッハのモデル

　ここでは産出量変化の要因分析に用いたモデル
の説明を行う．3 章でのフランケ＝カランバッハの
分析と，全く同じモデルを本稿 4 章でも使用して
いる．
　最終需要ベクトル y は以下のとおり構成される．

　　　　　　y = y fdu +  y Ex － y imF ⑹

図 5　従業員数と実質生産額のシェア
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　y fdu は国内最終需要ベクトル，y Ex は輸出ベクト
ル，y imF は輸入ベクトルをあらわす．0 期から 1 期
までの最終需要系列ｙの変化量は以下のとおりで
ある．

∆y = y 1－y0 = ( I － A1 ) x1－ ( I － A0 ) x0

　 = [( I － H1 ◦ AT
1 ) x1 － ( I － H1 ◦ AT

1 ) x0]　

　　+  [( I － H1 ◦ AT
1 ) x0 － ( I － H1 ◦ AT

0 ) x0] ⑺　

　　+  [( I － H1 ◦ AT
0 ) x0 － ( I － H0 ◦ AT

0 ) x0]
　 = [( I － A1 ) ∆x － ( H1 ◦ ∆AT ) x

0 － ( ∆H0 ◦ AT
0 ) x0

　これを整理すると，部門別産出ベクトル x の変
化量 ∆x を示す⑸式が求められる．⑸式に含まれる
残余項 r は以下のとおり整理される．

r = ∆V∆y +  [V1 ( H1 ◦ ∆AT ) － V0 ( H0 ◦ ∆AT )] x
0 

⑻
　

　 +  ∆V ( ∆H ◦ AT
0 ) x0
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注

1）高付加価値という用語のなかで「付加価値」
は，経済学における付加価値の概念にもとづ
くものではなく，通俗的な用い方をされてい
る．一般的には，価格のみではなく多様な「売
り」を付加価値としてアピールしていくとい
うような意味で用いられている．

2）昭和 63 年度『通商白書』で は「業種的 に は，

（321）
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精密機械，電気機械，一般機械といった加工組
立型の付加価値の高い産業で，生産労働者の
シェアが低くなっている．製品の付加価値が高
い業種では，工程の自動化が進んでいることに
加えて，製品差別化の進展などにより企画，開
発，販売等の部門に人員が多く必要であること
がその理由として指摘されよう．通商産業省が
88 年に行った調査によると．今後の製造業の
人員計画において，重点的に増加させる部門は，
研究開発部門，営業販売部門となっており，製
造業のサービス化は今後も進んでいくと考えら
れる．（p. 131.）」

3）Petit（1988）は製造業とサービス業との結び
つきが対企業サービスの増大に現れるとしてい
る．

4）同様の観点から高須賀（1965）は，賃金が平
準化されているときに，部門間の労働生産性上
昇率の差がインフレーションを引き起こす「生
産性格差インフレーション」が生じるとしてい
る．

5）「消費のサービス化とは，サービスが総じてみ
れば上級財であり，人々が豊かになっていくに
つれてサービス消費を増やしていく傾向があ
るということであるが，これは主として第三次
産業の趨勢的なシェア拡大を説明する要因であ
る．（日本銀行調査部（1989），p. 10）」

6）これらの先行研究を踏まえて行なわれた研究
に植村（1991）や原田（1997）がある．

7）Franke, R. and Kalmbach, P. （2003） と
Franke, R. and Kalmbach, P. （2005）はほぼ同
じ内容であるが，Franke, R. and Kalmbach, P. 

（2003）の Appendix においてモデル式が詳し
く記載されており，補論 2 のモデル式の紹介は
それに拠った．

8）通常，産出量変化の要因分解では，比較のウェ
イトの偏りを防ぐために，0 期と 1 期それぞれ
にウェイトをおいた式の平均をとる方式を用い
る．このとき残余項も消すことが出来る．この
方法については藤川（1999）に詳しい．本稿の
モデルでは，投入係数を 2 分割した結果残余項
を消すことができなかったため，平均をとらず
推計した．

9）もうひとつの要因として，第 2 に明らかになっ
た技術係数行列 AT の変化によるサービス業の
内部連関の強化が挙げられる．

10）図 2 では紙幅の都合から 2000 年のグラフの

みを載せたが，輸出コアを構成する 3 部門はい
ずれの時期においても高い輸出シェアを示して
いる．

11）第 4 統合部門 は，Clark（1951）で は 第二次
産業のうち製造業以外の部分とされ，Kuznets

（1971）で は I 部門（industry）の う ち 製造業
と運輸・倉庫・通信以外の部分とされているな
ど，先行研究にも同様の分類がなされているの
で，それに倣ったものである．

12）ただ，フランケらで広義のビジネス関係サー
ビスに分類されているリース業（leasing）は
狭義の対事業所サービスに含めた．これは中分
類までしか用意されていない輸入表において，
リース業は「その他の対事業所サービス」に含
まれており，それ以上細分化できないという
データ上の制約のためである．

13）輸入表の部門分類は年度によって異なるが，
180～200 部門の中分類で作成されている．こ
れを基本表と同様の方法で 9 部門に統合して
いる．ただ，中分類表では，すべての年度にお
いて，小売と卸売が「商業」に，金融と保険が
「金融・保険」に，それぞれまとめられている．
これらの部門は統合部門では別々に分類されて
いるので，それに応じて処理が必要となる．具
体的には統合部門においては，小売は対個人
サービスに，卸売は広義の対事業所サービスに，
金融は広義の対事業所サービスに，保険は対個
人サービスにそれぞれ分類されている．このた
め，中分類の「商業」と「金融・保険」を部門
別産出額に応じた比率で行方向と列方向それぞ
れで分割した．

14）補論 1 を参照．
15　貞廣（2005）によれば，旧西ドイツの 1950─

1994 年の労働生産性は一貫して非製造業が製
造業を上回っている．またドイツとの対比でみ
たとき日本の運輸・通信・サービス業の労働生
産性上昇率はかなり低い．ドイツの 1991─1997
年までの労働生産性上昇率が運輸・通信業で
3.42%，サービス業で 1.42% であるのに対して，
日本の 1990─2000 年では運輸・通信業で 1.5%，
サービス業で 0.14% とかなり差がある．

［たはら　しんじ　横浜国立大学大学院国際社会
科学研究科博士課程後期］
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